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要  旨 

 

地方に位置する多くの自治体においては、従来からある事業所の活性化や新規事業所の誕生に加えて、出

荷額のある製造事業所の誘致は地域振興にとっていまも重要な施策となっている。企業誘致の雇用創出

効果はかつてに比べて小さくなっているとはいえ、製造事業所は地域にとって域外マネーを獲得する基

盤産業（移出産業）としての役割づけは健在である。ただ高度経済成長期における重厚長大型の産業の誘

致とは異なり、地域の比較優位性をできるだけ活用した企業誘致の傾向が近年は増してきていると言え

よう。本稿では、そういった観点から製造事業所に焦点を当て、第１期の地方創生の期間（2014～2019 年）

で、どのような地域において、どのような事業所が消失、撤退や出現、存続しているのかを識別し、その

要因を分析する。2014 年と 2019 年の事業所の比較において、付加価値生産性の平均と分布を見ると 2014

年、2019 年ともに存在する事業所の労働生産性が最も高く、次いで 2019 年に存在する事業所で、最も低

かったのが 2014 年には存在したが 2019 年には存在していない事業所であった。またロジット分析の（一

部）結果からでは、生産性が高い、事業所規模が大きいと消失しない傾向があり、都市化の程度が高いと

消失傾向にあることが推定された。他方、発生した製造事業所について、産業別に同業種集積と人口規模

で測った都市集積を説明変数とした市区町村単位の回帰分析からは、双方ともに正の効果が示された。 

 

キーワード：工場立地、新陳代謝、本社と工場、生産性 

JEL classification: O11, R11, R12 

 

RIETI ポリシー・ディスカッション・ペーパーは、RIETI の研究に関連して作成され、政策をめぐる

議論にタイムリーに貢献することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の

責任で発表するものであり、所属する組織及び（独）経済産業研究所としての見解を示すものでは

ありません。 

 
1 本稿は、独立行政法人経済産業研究所（RIETI）におけるプロジェクト「地方創生の検証とコロナ禍後の地域経済、

都市経済」の成果の一部である。本稿の原案は、経済産業研究所（RIETI）のディスカッション・ペーパー検討会で

発表を行ったものである。本稿の作成にあたっては、検討会参加者からの有益なコメントを得た。ここに記して、感

謝の意を表したい。本稿の分析に当たっては、経済産業省の工業統計調査、総務省・経済産業省の経済センサス調査

-活動調査の調査票情報を利用した。 
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1．はじめに 

「まち・ひと・しごと創生法」の第一条では、「我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に

対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれ

の地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していく」ためには、

「国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の

形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力ある多様な就業の機会の

創出を一体的に推進することが重要」となっている。以上をまとめると、地方創生は以下のような

目標に基づいて進められていると考えられる。 

• 「地方に仕事を作り出し、安心して働けるようにする」 

• 「地方への新しい人の流れをつくる」 

• 「若年世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」 

• 「時代の変化に合った地域をつくり、安心なくらしを守る」 

• 「地域と地域の連携を促進する」 

2014 年に「2020 年に東京圏と地方の転出入均衡」という目標を掲げたのだが、2019 年 2 月に目標達

成時期を 2024 年度末に先送りした。2020 年の 1 年間では東京圏への転入超過数が減少したが、これ

は若い世代の転入超過数が減少したことが主たる要因であった。また、2014 年から 20 年までに地方

拠点での雇用者数を 4万人増加させるという目標については、2015 年に地方で働く場を増やすため、

企業に本社機能の移転を促す優遇税制を導入。2018 年には原則 10 年間、東京 23 区内の大学での定

員増加を禁じる「地域大学振興法」が成立している。 

 上記のように「地方創生」の目的はいくつかあるが、その根本は「地方を活性化して、東京との格

差を是正する」ことにあるといってよいであろう。その検証する指標は人口移動や雇用、所得格差

などいくつも考えられるが、ここではまちの経済活性化のメルクマールとして、製造事業所の「新

陳代謝（metabolism）」を取り上げる。生物が進化する上において新陳代謝は重要な要素であり、生

物の集合体としての都市の場合も進化にとって同様と考えるからである。 

新陳代謝のうち「新」については、多くの地方自治体にとっては企業誘致、特に製造工場の誘致を

重要視するのが実情である。やはり、それは固定資産税効果に加えて、雇用の増加や地域に所得を

生み出すといった目に見える効果をもたらすからである。 

そういった意味からも地方創生の期間に、製造工場の発生（操業開始、新規立地）や消失（廃業、

移転、閉鎖）によって、地域全体の経済性がどのように変化したのかを検証しておくことは意義が

ある。また、発生事業所や消失事業所の業種特性や地域特性についても立地・撤退要因について分

析を行うことは、今後の事業所の新陳代謝促進に向けての情報となるであろう。 

地方創生の効果をみるには、開始の 2014 年時点と総合戦略が５年計画であることから５年後の

2019 年時点で事業所の変化を比較することにする。そこで、工業統計調査対象である製造業の出荷

額のある事業所についての新陳代謝を検討する。この二時点の事業所データを比較するうえで、以

下の３つのケースが考えられる。 

  ① 2014 年、2019 年ともに事業所の調査情報がある場合 
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  ② 2014 年には情報があるが、2019 年には情報がない場合 

  ③ 2014 年には情報がないが、2019 年に情報がある場合 

さらに②において考えられるケースとして、2014 年より後に事業所が閉鎖（廃業）もしくは移転、

企業名の変更があった場合、また 2019 年では未回答の場合がある。③では、新規に立地した場合と

2014 年には未回答だった場合が考えられる。ここでは、付加価値生産性の高い事業所について、東

京商工リサーチの倒産企業情報や企業のホームページで確認作業を行い、存続が確認された事業所

については、未回答と考え、前年の 2018 年の情報があればそれを用いた。 

２．関連研究 

 企業や事業所の参入、退出、そして存続性の理由や要因の説明を試みた論文は数多いが、ここで

は製造事業所の撤退や参入に焦点を当てた実証分析について簡単にレビューを行う。 

 Audretsch(1991)は 1976年に設立された製造企業11,000社を超える生存率について分析を行って

いる。製造業のなかで 10 年間での生存率のばらつきは、技術体制と業種固有の特性、特に規模の経

済と資本集約度の違いの結果であるとしている。特に、実質的な規模の経済と高い資本労働比率の

存在は、企業の存続の可能性を低下させる傾向を述べているが、この点については変数間の多重共

線関係もあることから解釈は微妙である。 

 また同じ著者で Audretsch(1995)は、1978 年に市場から退出したアメリカの 61,034 の製造業の退

出について、市場存在期間でサンプルを分け、それぞれについて退出割合に関するロジット分析を

行っている。退出を説明する変数として、特に、企業の規模の経済の果たす役割について有意な結

果を得ており、それが大きいと撤退する誘因を下げ、逆に退出する企業に対しては規模の経済はポ

ジティブに働くことを実証している。2  

 Doi(1999)では1981年から89年の間に日本の製造業で生じた企業の市場からの撤退の要因につい

ての分析を行っている。データは、業界団体に対しての郵送アンケートによって得られたものであ

る。産業別において、資本集約度と下請け関係が撤退を促進し、利益率、産業の成長率、集中度など

は撤退と負の関係を持つことが示されている。 

本稿で対象とした製造業、工業統計の調査票情報を用いた分析としては、権・深尾・金（2007）が

挙げられる。ここでは 1981～2000 年の工業統計調査の個別事業所のデータをパネル化して、生産性

の変化要因を求めている。その要因の 1 つとして、事業所の参入率がプラスで有意であったとして

いる。また、伊藤・松浦(2010)でもほぼ同様の分析を、産業分野を拡大して行っている。 

３．製造事業所の動向：2014 年と 2019 年 

 本節では、地方創生が始まった 2014 年時点と、５年後の 2019 年時点の工業統計調査の事業所デ

ータを紐付けることで、製造事業所の動向を産業別、地域別、本社所在地などから考察する。その手

順として、2014 年と 2019 年の工業統計名簿情報と産業編から事業所コードを比較して、 

 
2 規模の経済性の測度は、各産業における出荷額の半数を占める最大の向上の平均規模としており、実際の計測値

ではないことに注意する必要がある。 
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 ① 2014 年には記載があるが、2019 年には記載がない事業所 

 ② 2014 年には記載がないが、2019 年には記載がある事業所 

 ③ 2014 年も 2019 年にも記載がある事業所 

の３つをそれぞれのデータファイルから識別する。3 産業編だけでなく名簿情報を用いた理由は、

従業者数が１名以上の事業所名が記載されているからである。また、本社所在地が示されているこ

とから産業編のデータと紐付けすることが可能である。ただし、データとしては事業所名と従業者

数のみで、出荷額や生産額などは３人以下の事業所については調査情報がない。 

①の場合は、記載漏れなど未回答の場合を除いて、廃業や転出が考えられる。②の場合は開業や

域外からの立地が考えられる。 

 いま、2014 年において存在が確認され 2019 年には名簿が確認されなかった事業所を消失事業所

（Ｄ）、2019 年にも確認された事業所を存続事業所（Ｃ）、2014 年には確認されなかったが 2019 年

の名簿情報で確認された事業所を発生事業所（Ｂ）と、それぞれ表－1のように定義する。これによ

って、2014 年と消失事業所と発生事業所の生産性の比較だけでなく、2019 年ともに確認された事業

所の生産性も比較できることになる。 

表－1 製造事業所の動き 

 存続事業所（Ｃ） 発生事業所（Ｂ） 消失事業所（Ｄ） 

2014 年 確認（○） 未確認（×） 確認（○） 

2019 年 確認（○） 確認（○） 未確認（×） 
出所）「工業統計調査」（経済産業省） 

注)存続事業所：2014 年、2019 年ともに確認できた事業所、発生事業所：2014 年には確認できなかったが

2019 年に確認できた事業所、消失事業所：2014 年には確認できたが 2019 年には確認できなかった事業所。 

表－１の分類に基づいて集計した結果が表－2ａと表－2ｂである。名簿情報、産業編ともに「Ｃ:

存続事業所」の割合は全体の 80％程度となっているが、「Ｄ：消失事業所」の割合では名簿情報で高

くなっている。この消失事業所割合の高さから、従業者数が３人以下の小規模事業所における消失

率が高いことがうかがえる。4 

表－２ａ 事業所数の変動：名簿情報 

2014～2019 年の変化 事業所数 構成割合 存続・発生・消失率 

Ｃ：存続事業所 345,128 75.91% 79.53% 

Ｂ：発生事業所 20,688 4.55% 4.77% 

 
3 ２時点間で事業所の出荷額の変化によって産業分類が変わっている可能性もある。１つは製造業から他の大分類

に移っている場合である。もう１つは製造業の中で中分類が変わっている場合である。前者のケースは補足ができ

ていないが、極めて少ないと思われる。後者の場合も数少ないが、事業所番号で把握しているので補足はできてい

るが、産業中分類別でみると存続事業所としてカウントされていない可能性がある。 
4 名簿情報の事業所数は 2014 年が 433,937 で 2019 年が 365,816 と 15,698 減少している。減少率は 15.7%。他

方、産業編（4 人以上の事業所）では同様の比較で 202,410 から 181,877 と 20,533 の減少である。減少率は

10.1%。ここから見ても小規模事業所の消失率が高いことが推察される。また、母集団が多い名簿情報の発生事業

所数が産業編の数値より少ないのは、2019 年の名簿情報のサンプル数の大きな減少に依ることが理由と考えられ

る。 
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Ｄ：消失事業所 88,890 19.53% 20.47% 

合 計 454,625 100.00%  

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

表－２ｂ 事業所数の変動：産業編（従業者数４人以上が対象） 

2014～2019 年の変化 事業所数 構成割合 存続・発生・消失率 

Ｃ：存続事業所 162,136 72.58% 80.08% 

Ｂ：発生事業所 20,933 9.37% 10.34% 

Ｄ：消失事業所 40,334 18.05 19.92% 

合 計 223,403 100.0%  

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

 

次に、産業中分類別に発生率と消失率の違いを見てみる。図－１ａ（名簿情報）と図－１ｂ（産業

編）は、2014 年～2019 年における事業所の発生率と消失率を産業中分類別に示したものである。5 

図－１ａと図－１ｂを比べると、小規模事業所を含む図－１ａ（名簿情報）において発生率が全般

的に低いことがわかる。また、両方の場合とも全産業にわたって発生率を消失率が上回っており、

産業間でのバラツキの程度は消失率の方が発生率に比べて大きい。消失率については、軽工業の方

が重化学工業の部門よりも高い傾向がある。特に、小規模事業所の割合の多い「なめし革・同製品・

毛皮」と「繊維工業」の消失率が高い。反対に、比較的大工場の多い「化学工業」「石油製品・石炭

製品」については消失率が低くなっている。 

発生率については、図－1ａでも図－1ｂでも産業部門間でのバラツキは小さい。零細事業を含め

ると「化学工業」、「食料品製造業」、「飲料・たばこ・飼料（ほとんど飲料製造業）」の順であり、4 人

以上の事業所となるとこれに加えて「プラスチック製品」が高い方に位置する。 

いずれにしても２つの図から、地方創生の期間においても製造事業所の消失の程度は発生の程度

を全ての産業中分類の部門で上回っていたことになる。製造事業所数の長期減少傾向に歯止めはか

かっていないといえる。 

  

 
5 分母は、2014 年時点の事業所数である。 
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図－１ａ 産業中分類での発生率と消失率：名簿情報 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

 

図－１ｂ 産業中分類での発生率と消失率：産業編 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

 

図－２ａと図－２ｂは、名簿情報と産業編それぞれからの都道府県別における発生率と消失率を

示したものである。また、折れ線グラフで、発生率と消失率を加えた新陳代謝率を示している。 

図－２ａの名簿情報においては、特に東京都における発生率の低さと消失率が高いことが際立っ
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ている。東京都は４７都道府県中、従業者数が３人以下の事業所割合が唯一６割を超えている地域

であり、小規模事業所の消失率が高いこともその要因となっている。他方で、製造業の立地件数の

少ない沖縄県や高知県の出現率は４７都道府県中でも 1位と２位になっている。高知県では、事業

所数も 1,083 から 1,084 へと 1 増加している。これら両県はともに新陳代謝率も高く、もともと製

造事業所の少ない県ではあるが、近年は立地が進んできていると考えられる。 

図－２ａ 都道府県別の発生率と消失率：名簿情報 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

図－２ｂ 都道府県別の発生率と消失率：産業編 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 
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これらのような製造事業所の地域別の発生・消失に対して地域の雇用変化がどのようになってい

るかを表したのが図－３である。横軸・縦軸の測度は、2014 年時点の製造事業所の従業者数を基準

とした割合である。４５度線よりも上方にある地域が雇用の発生が消失を上回っている。事業所数

の発生と消失では全県で消失率が発生率を上回っていたが、従業者数でみると少なからずの県で従

業者の発生が消失を上回っていることがわかる。なかでも鳥取県の上回り方が高く、実際この期間

での従業者数の伸び率は 11.9％であった。これは、図－2ｂの鳥取県の事業所の発生率と消失率が拮

抗していることからも整合的なことである。地方圏域でみると、沖縄県は別格として、高知県、宮城

県、石川県、滋賀県なども従業者数で発生が消失を上回っている。 

図－３ 従業者数での発生と消失の関係：産業編 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

地方創生では、地方への本社移転の促進が目標の 1 つであった。名簿情報と産業編を紐付けする

ことで製造事業所の立地場所と本社の立地場所の所在地が識別できる。ここでは、製造事業所と同

一都道府県に本社がある事業所を「自県内本社」、そうでない場合は「自県外本社」と区別して、2014

～2019 年にかけて自県内本社のある事業所と自県外本社の事業所の変化を地域別にグラフ化した。

図－４ａは自県内本社の事業所の変化率について、図－４ｂは自県外本社の事業所数についてのグ

ラフである。 

 地元本社の製造事業所数は高知県を除く全ての地域で減少している。高知県はこの間、発生従業

者数も消失従業者数に比べて増加している。減少率としては、東京都が最も大きいマイナス 20.1％

である。6 次いで、奈良県（－16.8％）、秋田県（－16.1％）、大阪府（－16.1％）、徳島県（－15.8％）。

減少率の小さいのは鳥取県の－3％である。他方、県外本社の事業所の場合の事業所数の増減率とな

 
6 東京都の地元本社率は全国一で９５％以上である。次いで、沖縄県、大阪府、愛知県、広島県となっている。 
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ると、工場誘致の成果もあってかかなりの地域でプラスとなっている。後で従業者数の伸びで確認

するのだが、鳥取県の事業者の伸び率が大きい。これについては島根県、岩手県、和歌山県、長崎県

など地方に位置する県の増加率が高い。特に、東京都と鹿児島県、神奈川県、広島県などは工場の撤

退率が高い。 

図－４ａ 自県内本社の製造事業所数の変化率：2014～2919 年 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

図－４ｂ 自県外本社の製造事業所数の変化率：2014～2919 年 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 
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これと関連して、さらに製造工場と本社の位置関係を詳しく分類して集計してみたのが表－３で

ある。最も多いのは、「本社（工場）が当該製造事業所と東京都以外の同じ道府県に立地している

場合（C-C）」である。全体の 82％を占めている。このケースにおいては、消失事業所が発生事業所

のほぼ２倍である。「製造事業所が地方にあるが本社は東京都以外の同じ道府県ではない場合（C-

CE）」は、発生事業所の割合が消失事業所の割合を上回っている。工場と本社が同じ地方立地（異

なる道府県）の場合は、地方本社の企業が地方に工場を立地している傾向がある。 

発生事業数の割合が最も高いのは「製造事業所は東京都にあるが本社は東京都以外に立地してい

る場合（T-C）」であるが」数字的には他のケースに比べて非常に少ない。「工場も本社も東京都に

立地している場合（T-T）」は消失率が発生率の３倍となっており東京都における製造事業所の消失

が多い状況となっている。 

表－３ 工場と本社の所在地の違いでの存続、発生、消失事業所の比較 

 C-C T-T C-CE C-T T-C 
 

工場は地方で

本社も同じ道

府県にある 

工場も本社も

東京都にある 

工場は地方で

本社は東京都

以外にある 

工場は地方だ

が本社は東京

都にある 

工場は東京都

だが本社は東

京都ではない 

存続事業所 132,702 (72.3%) 8,628 (66.1%) 9,371 (73.9%) 9,121 (78.0%) 122 (57.8%) 

発生事業所 16,603 (9.0%) 1,123 (8.6%) 1,877 (14.8%) 1,293 (11.1%) 37 (17.5%) 

消失事業所 34,270 (18.7%) 3,308 (25.3%) 1,427 (11.3%) 1,277 (10.9%) 52 (24.6%) 

合計 183,575 13,059 12,675 11,691 211 

注）括弧内の％は、列方向での構成割合。ここでの地方は東京都以外を意味する。 

４．生産性の特徴：2014 年と 2019 年 

 本節では、2014 年と 2019 年の２時点で製造事業所の存続事業所、発生事業所、消失事業所の特

徴について、産業別、生産性について考察する。 

 これらの事業所のタイプ別に付加価値生産性（付加価値額÷従業者数）の度数分布を図－5ａ、図

－5ｂ、図－5ｃにそれぞれ示している。縦軸は頻度（％）、横軸は付加価値生産性のレンジを示す序

数である。 

表－４ 横軸の凡例 

1： 0 万円以上 100 万円未満 2：100 万円以上 200 万円未満 

3：200 万円以上 300 万円未満 4：300 万円以上 400 万円未満 

5：400 万円以上 500 万円未満 6：500 万円以上 600 万円未満 

7：600 万円以上 700 万円未満 8：700 万円以上 800 万円未満 

9：800 万円以上 900 万円未満 10：900 万円以上 1000 万円未満 

11:1000 万円以上 1100 万円未満 12:1100 万円以上 1200 万円未満 

13:1200 万円以上 1300 万円未満 14:1300 万円以上 1400 万円未満 

15:1400 万円以上 1500 万円未満 16:1500 万円以上 1600 万円未満 

17:1600 万円以上 1700 万円未満 18:1700 万円以上 1800 万円未満 

19:1800 万円以上 1900 万円未満 20:1900 万円以上 2000 万円未満 

21:2000 万円以上 2100 万円未満 22:2100 万円以上 2200 万円未満 

・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・ 
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37:3600 万円以上 3700 万円未満 38:3700 万円以上 

まず、図－５ａは消失事業所と発生事業所の分布形状を示したものである。表－４の５の「400 万

円以上 500 万円未満」までは、消失事業所の生産性が発生事業所の頻度をかなり上回っている。消

失事業所のピークは、生産性が表－４の 7 の「600 万円以上 700 万円未満」を超えると発生事業所の

方の生産性が高い分布となっている。比較的労働生産性の低い部分において消失事業所の頻度が高

くなっており、高まると発生事業所の頻度が高まっていることがわかる。これは消失事業所と存続

事業とを見た図―５ｂにおいてもほぼ同様の分布形状をしている。 

発生事業所と存続事業所をみたのが図－５ｃである。全ての生産性のレベルにおいて大きな差は

見受けられないが、５の「400 万円以上 500 万円未満」までは発生事業所が高く、そこから１１の

「1000 万円以上 1100 万円未満」までの間は存続事業所が高く、「1200 万円以上」の１３を超えると

再び発生事業所の方が高くなっている。  

表－５は分布の期待値（平均値）を示したものである。存続事業所については 2014 年より 2019

年の方が約４０万円高くなっている。発生事業所については、頻度の高い部分での存続事業所の生

産性の方が高いことから、存続事業所の平均値よりも低い値となっている。 

 表－６は従業者あたりの製造品出荷額の平均値であるが、発生事業所に比べて存続事業所の方が

高くなっている。新たな事業所よりも従来からある事業所の方において出荷体制が整っている理由

も考えられる。 

 以上のことから生産性の低い事業所が撤退し、生産性のより高い事業所が存続ないしは参入して

いることが検証されたといえる。7 

図－５ａ 消失事業所と発生事業所の生産性の分布 

 
出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

 
7 この期間の製造企業の立地については、地方創生交付金の存在も地域によっては享受している。 
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図－5ｂ 消失事業所と存続事業所の生産性の分布 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

 

 

 

図－５ｃ 存続事業所と発生事業所の生産性の分布 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 
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表－５ 従業者あたり付加価値額（労働生産性）の比較8 
 

労働生産性 

2014 年 2019 年 

存続事業所 799.4 万円/人 

(162,136) 

839.7 万円/人 

(160,132) 

発生事業所 
 

793.8 万円/人 

(20,933) 

消失事業所 540.7 万円/人 

(40,334) 

 

 

表－６ 従業者あたり出荷額の比較 
 

従業者当たり出荷額 

2014 年 2019 年 

存続事業所 2110.2 万円/人 

(162,136) 

2156.3 万円/人 

(162,132) 

発生事業所 
 

1962.4 万円/人 

(20,933) 

消失事業所 1292.6 万円/人 

(40,334) 

 

 

次に、都道府県別の生産性の異なりについて見る。図－６は消失事業所の労働生産性を横軸に、

発生事業所の生産性を縦軸にそれぞれとって各都道府県をプロットしたものである。また、図－7 は

その差を棒グラフで表したものである。 

鹿児島県以外は全て発生事業所の労働生産性が消失事業所の労働生産性を上回っていることがわ

かる。また、鹿児島県を除くと、消失事業所の労働生産性と発生事業所の労働生産性には正の相関

がうかがえる。これは、それぞれの地域の製造業の特徴に労働生産性が反映されており、地域別の

労働生産性の異なりが存在しているからと考えられる。 

図－７も参考にして解釈すると、特に滋賀県が発生事業所と消失事業所の生産性の差において抜

きん出ており、次いで兵庫県、香川県、千葉県、神奈川県となっている。 

 

 

 

 

 

 
8 ここでの消失事業所の生産性は存続事業所の 67.6%であるが、従業者数が 4～29 人規模の事業所で見ると消失事

業所の生産性は 540.6 万円、存続事業所は 713.1 万円となり、格差の比率は 75.8％と縮まる。 
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  図－６ 消失事業所と発生事業所の生産性 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

図－７ 消失事業所と発生事業所との間の労働生産性の違い 

 

出所）「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

５．消失要因のロジット分析 
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事業所をサンプルとして、二項ロジットモデルによる要因分析が行われている。9 

 ここでは、2014 年に確認された製造事業所で 2019 年には確認されなかった事業所と両年ともに

確認された事業所をサンプルとし、前者を 0，後者を 1 とする２値の区分けで、その要因のロジッ

ト分析を行った。 

ここで用いた説明変数は以下の通りである 

  L_VL14  2014 年の付加価値生産性（自然対数） 

  L_L  従業者数（自然対数） 

  L_DENS15 立地市区町村の 2015 年の可住地人口密度（自然対数） 

  HK_TT 本社も工場も東京都に立地 

   HK_TC 本社は地方、工場は東京都 

   HK_CT 工場は東京都以外だが、本社は東京都にある 

   HK_CC 工場は東京都以外で、工場と同じ道府県に本社がある 

  HK_CCE 工場は東京都以外で、本社も自県および東京都以外の道府県 

期待される符号条件として、付加価値生産性は事業所の存続に対してプラス、従業者数は当該事業

所の規模を示すことから存続に対してプラスにそれぞれ働くと予想される。可住地人口密度は都市

化の代理変数であるが、これが大きいと競争環境が高まることでマイナスが予想される。 

 推定結果は表－７ａに示している。ここで、Ｚ－値は推定値を標準誤差で割ったもので、最小二

乗推定における t-値に対応するものである。Somers の D は、ロジスティック回帰において、観察

された２値応答変数と予測された確率の順位相関の推定値を示すもので、モデルの適合性の指標と

して使用できる。 

労働生産性の自然対数（L_VL）の推定値は全ての業種において正で zoom のチャット Z-値も高い

数値を示している。また、事業所の規模を表す従業者数の自然対数（L_L）の推定値についても正

で Z-値も高い数値を示している。他方、可住地人口密度の自然対数（L_DENS15）についての推定値

はマイナスである。これは、都市集積度を示す代理変数で用いているが、事業所の存続性に対して

は競争環境がマイナスに作用していると考えられる。 

製造工場に対して本社の存在を東京都との対比で見るために５種類のダミー変数を定義し、その

4 つを用いている。それぞれの推定結果の符号は業種によってバラツキがあることから、業種単位

で Z－値の大きいものを中心に見ていくことにする。まず、工場も本社も東京都にある事業所の場

合（HK_TT）は多くの産業においてプラスとなっており、なかでも「家具・装備品製造業」「印刷・

同関連業」「プラスチック製品」「金属製品」「業務用機械器具製造業」などの製造事業所について

は東京都に本社・工場がある場合は存続性にプラスの効果を示している。東京都に本社があるとい

うことは、競争環境は高い反面、本社が都内にある強みが現れていると想われる。いくつかの産業

ではマイナスとなっているが Z－値は小さい。 

地方に工場で製造事業所と同じ県に本社がある場合（HK_CC）は、全ての産業において存続性に

対してプラスとなっているのは、誘致型よりも地元の中堅企業の方に存続性があるということと解

 
9 例えば、Audretsch(1991, 1995)、Ferragina and Mazzotta (2014)など。 



16 
 

釈できよう。なお、工場が東京都にあって本社が地方という事業所（HK_TC）は数少ないこともあ

って、推定値が産業によって不安となっている。 

 従来の研究では、製造業の規模の経済の存在が存続性に対して有意に働いていることがしばしば

検証されてきた。そこで従業者数に対する有形固定資産額を「資本労働比率」として定義して、そ

れを追加の説明変数としてロジット分析を実施した。ただし、利用可能なサンプルが従業者数で３

０人以上の製造事業所に限られることから産業全体を分析対象とした。結果は、表－７ｂに示して

いる。 

 労働生産性と従業者規模については、表－７ａの産業部門別の推定結果と同様、それぞれプラス

で有意な結果となっている。また、可住地人口密度についても同様にマイナスで有意となってい

る。本社ダミー変数についての推定値は、「本社は地方、工場は東京都（HK_TC）」についてのみ負

の結果が出ている。そして、資本労働比率の自然対数（L_KL）のパラメータについては、正で Z－

値も高いことから、資本装備率の高い事業所は規模の効果を持っていると考えれば、存続性に対し

てプラスに機能していると考えられる。 
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表－７ａ ロジットモデルの推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

推定値 標準誤差 Ｚ－値 推定値 標準誤差 Ｚ－値 推定値 標準誤差 Ｚ－値

Intercept -2.927 0.165 -17.699 -3.967 0.463 -8.565 -3.942 0.227 -17.390 
L_VL14 0.416 0.018 23.223 0.494 0.045 11.078 0.451 0.028 16.237
L_L14 0.729 0.019 37.953 1.051 0.073 14.342 0.897 0.032 28.370

L_DENS15 -0.074 0.013 -5.634 -0.144 0.042 -3.441 -0.028 0.018 -1.562 
HK_TT 0.381 0.193 1.977 0.867 0.528 1.644 0.336 0.313 1.073
HK_TC -0.760 0.716 -1.062 0.000 - 9.653 173.300 0.056
HK_CT 0.169 0.118 1.433 0.456 0.309 1.473 0.361 0.144 2.511
HK_CC 0.333 0.093 3.571 1.048 0.217 4.822 0.378 0.109 3.461

Somers の D 0.466 0.535 0.435

データ数 26,605 4,059 13,134
　内)存続 20,400 3,345 9,244
　内)消失 6,205 714 3,890

推定値 標準誤差 Ｚ－値 推定値 標準誤差 Ｚ－値 推定値 標準誤差 Ｚ－値
Intercept -3.619 0.394 -9.195 -5.549 0.476 -11.665 -1.727 0.422 -4.091 
L_VL14 0.445 0.042 10.690 0.585 0.053 11.009 0.399 0.050 8.051
L_L14 1.088 0.059 18.434 1.224 0.064 19.125 0.900 0.054 16.754

L_DENS15 -0.075 0.031 -2.446 -0.074 0.030 -2.472 -0.128 0.034 -3.786 
HK_TT -0.035 0.335 -0.104 0.904 0.306 2.949 -0.869 0.229 -3.792 
HK_TC 9.733 193.400 0.050 10.724 192.100 0.056 -0.985 0.784 -1.255 
HK_CT -0.044 0.326 -0.135 1.094 0.390 2.805 -0.575 0.253 -2.270 
HK_CC 0.072 0.184 0.390 1.065 0.267 3.984 0.503 0.191 2.637

Somers の D 0.483 0.507 0.524
データ数 5,275 5,450 5,809
　内)存続 3,892 3,995 4,684
　内)消失 1,383 1,455 1,125

推定値 標準誤差 Ｚ－値 推定値 標準誤差 Ｚ－値 推定値 標準誤差 Ｚ－値
Intercept -1.761 0.314 -5.610 -1.003 0.509 -1.972 -1.679 1.179 -1.424 
L_VL14 0.301 0.035 8.511 0.263 0.053 4.934 0.418 0.122 3.431
L_L14 0.892 0.035 25.703 0.764 0.056 13.718 0.625 0.200 3.124

L_DENS15 -0.179 0.020 -9.015 -0.135 0.045 -3.009 -0.077 0.109 -0.707 
HK_TT 0.399 0.191 2.086 0.103 0.261 0.395 -0.280 0.907 -0.308 
HK_TC -0.378 0.390 -0.967 -0.764 1.107 -0.690 -
HK_CT -0.140 0.216 -0.649 0.065 0.184 0.351 -0.329 0.482 -0.681 
HK_CC 0.517 0.182 2.841 0.080 0.156 0.512 0.447 0.485 0.922

Somers の D 0.459 0.483 0.352
データ数 11,574 4,516 908
　内)存続 8,704 4,023 820
　内)消失 2,870 493 88

推定値 標準誤差 Ｚ－値 推定値 標準誤差 Ｚ－値 推定値 標準誤差 Ｚ－値
Intercept -1.897 0.307 -6.188 -1.002 0.507 -1.977 -3.142 0.790 -3.977 
L_VL14 0.295 0.035 8.319 0.259 0.053 4.918 0.348 0.081 4.314
L_L14 0.874 0.034 25.553 0.763 0.055 13.764 1.139 0.110 10.405

L_DENS15 -0.160 0.019 -8.351 -0.131 0.042 -3.147 -0.102 0.047 -2.148 
HK_TT 0.572 0.238 2.402 -0.195 0.436 -0.446 -0.259 1.542 -0.168 
HK_TC -0.110 1.274 -0.087 -1.822 1.246 -1.462 -
HK_CT 0.350 0.168 2.081 0.082 0.176 0.466 0.140 0.578 0.242
HK_CC 0.579 0.162 3.585 0.069 0.155 0.447 0.232 0.561 0.413

Somers の D 0.457 0.559 0.469
データ数 11,574 4,514 1,388
　内)存続 8,704 4,021 942
　内)消失 2,870 493 446

09 食料品製造業 10 飲料・たばこ・飼料製造業 11 繊維工業

16 化学工業15 印刷・同関連業 17 石油製品・石炭製品製造業

13 家具・装備品製造業

18 プラスチック製品製造業 19 ゴム製品製造業 20 なめし革・同製品・毛皮製造業

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 14 パルプ・紙・紙加工品製造業
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推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -157.046 -4.57 -27.557 -4.46 -104.339 -3.81 -38.435 -3.20 -28.106 -3.32

LQ09 5.310 2.09 0.401 3.35 2.572 2.23 0.503 1.80 1.183 1.76
L_DP15 15.798 5.15 2.854 5.05 10.363 4.13 3.977 3.63 4.503 3.92

決定係数 0.015 0.025 0.015 0.012 0.016
サンプル数 1,718 1,082 1,282 1,106 1,020

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -73.759 -5.67 -128.284 -5.08 -47.096 -8.05 -9.430 -4.01 -101.193 -5.56

LQ13 3.376 5.24 12.695 3.73 1.994 6.27 0.109 2.74 3.952 3.26
L_DP15 6.767 5.91 11.573 5.04 4.419 8.69 0.962 4.76 9.773 6.02

決定係数 0.050 0.036 0.081 0.040 0.030
サンプル数 956 1,153 965 542 1,261

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -36.302 -5.02 -46.845 -3.41 -49.670 -5.61 -55.496 -6.24 -36.143 -5.01

LQ14 1.054 5.08 0.687 3.21 1.360 5.16 2.110 4.61 1.174 4.14
L_DP15 3.384 5.33 4.376 3.63 5.118 6.19 5.105 6.63 3.342 5.36

決定係数 0.057 0.056 0.034 0.059 0.045
サンプル数 696 322 1,525 796 706

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -192.135 -6.29 -61.495 -5.48 -149.646 -6.89 -46.856 -4.63 -41.495 -4.46

LQ21 11.350 4.06 1.597 2.42 7.576 3.99 1.592 2.88 1.128 2.88
L_DP15 18.420 6.61 5.997 6.02 14.386 7.34 4.416 5.04 3.998 4.92

決定係数 0.037 0.035 0.046 0.030 0.026
サンプル数 1,248 1,048 1,311 861 945

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -73.453 -6.14 -23.764 -4.16 -96.856 -6.41 -70.844 -4.64

LQ25 3.433 3.44 0.525 2.79 4.190 4.94 3.083 3.07
L_DP15 7.051 6.66 2.265 4.64 9.231 6.82 6.754 4.94

決定係数 0.037 0.037 0.049 0.025
サンプル数 1,236 576 1,140 1,167

13 家具・装備品09 食料品製造業 10 飲料・たばこ・飼料 11 繊維工業 12 木材・木製品製造業

14 パルプ・紙・紙加工品 16 化学工業15 印刷・同関連業 17 石油製品・石炭製品 18 プラスチック製品

19 ゴム製品製造業 20 なめし革・同製品・毛皮 21 窯業・土石製品 22 鉄鋼業 23 非鉄金属製造業

25 はん用機械 26 生産用機械 27 業務用機械器具 28 電子部品・デバイス・電子回路

29 電気機械器具 30 情報通信機械器具 31 輸送用機械器具 32 その他の製造業

24 金属製品
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表－７ｂ  ロジットモデルの推定結果：全産業 
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6．発生要因の回帰分析 

 個々の事業所が存続か消失かは前節のように二者択一モデルで要因を推定できるが、発生事業所

について、二者択一モデルにすることは立地場所選択モデル以外は難しい。そこで、発生事業所数

について、その発生場所（ここでは市区町村単位）で産業中分類別に集計し、当該市区町村におけ

る同業種の集積と人口集積が各産業の事業所の発生数にどの程度の効果を持っているかをみること

にする。 

 表－８は、産業中分類別に、2014 年から 2019 年の間の発生事業所数を被説明変数、その程度を

説明する変数として同業種集積効果を見るために当該産業の事業所数での特化係数、人口集積効果

を見るために昼間人口を、それぞれ市区町村単位で集計して回帰分析を実施した結果である。 

 同業種の事業所集積、都市化の程度としての人口集積都市規模、それぞれすべての業種において

プラスで有意な結果となっている。同業種集積に対しては、「印刷・同関連業」、「金属製品製造

業」、「生産用機械器具製造業」、「食料品製造業」などに対する発生誘引効果が高い。人口集積度に

対しては、「食料品製造業」、「印刷・同関連業」、「生産用機械器具製造業」、「プラスチック製品製

造業」などへの発生誘引効果が高い結果となっている。 
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表－８ 発生事業所の市区町村集計データに基づく立地要因の回帰分析結果 

 

  

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -157.046 -4.57 -27.557 -4.46 -104.339 -3.81 -38.435 -3.20

LQ09 5.310 2.09 0.401 3.35 2.572 2.23 0.503 1.80
L_DP15 15.798 5.15 2.854 5.05 10.363 4.13 3.977 3.63

決定係数 0.015 0.025 0.015 0.012
サンプル数 1,718 1,082 1,282 1,106

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -28.106 -3.32 -73.759 -5.67 -128.284 -5.08 -47.096 -8.05

LQ13 1.183 1.76 3.376 5.24 12.695 3.73 1.994 6.27
L_DEN15 4.503 3.92 6.767 5.91 11.573 5.04 4.419 8.69
決定係数 0.016 0.050 0.036 0.081

サンプル数 1,020 956 1,153 965

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -9.430 -4.01 -101.193 -5.56 -36.302 -5.02 -46.845 -3.41

LQ14 0.109 2.74 3.952 3.26 1.054 5.08 0.687 3.21
L_DP15 0.962 4.76 9.773 6.02 3.384 5.33 4.376 3.63

決定係数 0.040 0.030 0.057 0.056
サンプル数 542 1,261 696 322

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -49.670 -5.61 -55.496 -6.24 -36.143 -5.01 -192.135 -6.29

LQ21 1.360 5.16 2.110 4.61 1.174 4.14 11.350 4.06
L_DP15 5.118 6.19 5.105 6.63 3.342 5.36 18.420 6.61

決定係数 0.034 0.059 0.045 0.037
サンプル数 1,525 796 706 1,248

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -61.495 -5.48 -149.646 -6.89 -46.856 -4.63 -41.495 -4.46

LQ25 1.597 2.42 7.576 3.99 1.592 2.88 1.128 2.88
L_DP15 5.997 6.02 14.386 7.34 4.416 5.04 3.998 4.92

決定係数 0.035 0.046 0.030 0.026
サンプル数 1,048 1,311 861 945

推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値 推定値 t －値
Intercept -73.453 -6.14 -23.764 -4.16 -96.856 -6.41 -70.844 -4.64

LQ29 3.433 3.44 0.525 2.79 4.190 4.94 3.083 3.07
L_DP15 7.051 6.66 2.265 4.64 9.231 6.82 6.754 4.94

決定係数 0.037 0.037 0.049 0.025
サンプル数 1,236 576 1,140 1,167

23 非鉄金属製造業22 鉄鋼業21 窯業・土石製品

26 生産用機械25 はん用機械 27 業務用機械器具

18 プラスチック製品17 石油製品・石炭製品 19 ゴム製品製造業 20 なめし革・同製品・毛皮

29 電気機械器具 30 情報通信機械器具 31 輸送用機械器具 32 その他の製造業

電子部品・デバイス・電子回

24 金属製品

11 繊維工業 12 木材・木製品製造業

13 家具・装備品 16 化学工業15 印刷・同関連業14 パルプ・紙・紙加工品

09 食料品製造業 10 飲料・たばこ・飼料
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７．おわりに：分析結果のまとめ 

地方創生の期間においても製造事業所の消失の程度は発生の程度をいずれの産業中分類の部門に

おいても上回っていた。名簿情報と産業編を比べることによって、特に３人以下の小規模事業

所の消失割合が高いことが推察でき、それは小規模事業所の割合の多い東京都の消失率の高さ

に反映している。産業別で消失率の大きかったのは、なめし革関係、繊維製品、木材・木製

品、家具装備品、印刷・出版関連など小規模事業所の多い軽工業に多くみられた。 

地域の雇用創出の視点からは、事業数の変化そのものよりも雇用者数（従業者数）の変化の

方が重要な指標であろう。これについて地域別に観ると、沖縄県が突出していることに加え

て、鳥取県、高知県、宮城県、石川県、滋賀県、岩手県なども地方創生に製造事業所が貢献し

ていることがわかった。これら貢献度を本社の所在別に調べると、地域間でバラツキはあるも

のの雇用の増えている地域では、域外本社の事業所の立地が貢献していることが示されてい

る。 

 このような地域的特徴の中で、存続事業所、発生事業所、消失事業所の間での生産性の比較

を行った結果、まず生産性の頻度分布図から、生産性が高くなるにつれて発生事業所の頻度が

消失事業所の頻度を上回っており新陳代謝が生まれているといえる。生産性の低い事業所が撤

退し、高い事業所が存続ないしは参入していることが確認された。 

 消失事業所についての産業中分類別のロジット分析からは、東京都も含めて自地域本社のあ

る製造事業所の存続の有意性が確認されたが、2014 年～19 年において地域の雇用に貢献した

のは他地域本社の誘致型製造業であった。その意味からすれば、誘致した製造工場にどれだけ

地元企業がつながりを持てるかが波及効果に影響を与えることになる。 
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